
- 1 - 

 
2023年 1月 6日  

各   位 

会 社 名   株式会社ヨンドシーホールディングス 

代 表 者 代表取締役社長 増 田 英 紀    

（コード番号 ８００８ 東証プライム市場） 

問合せ先 常務取締役常務執行役員財務担当 

西 村 政 彦 

（ＴEL．０３－５７１９－３４２９）  

  

TCFD提言への賛同表明および 

TCFDコンソーシアムへの参画のお知らせ 
 

当社は、2023年 1月 6日開催の取締役会において、気候関連財務情報開示タスクフォース（以下、TCFD）

提言への賛同を表明し、TCFD 提言に沿った情報開示を行うとともに、TCFD 提言に賛同する企業や金融機

関等が取り組みについて議論する場である TCFDコンソーシアムへ参画することを決定いたしましたのでお知

らせいたします。 

 

記 

 

1. TCFD 提言への賛同を表明 

TCFDは、G20の要請を受け、金融安定理事会（FSB）により、気候関連の情報開示及び金融機関の対

応をどのように行うかを検討するために設立された「気候関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on 

Climate-related Financial Disclosure）」です。TCFD は企業等に対し、気候変動関連リスクおよび機会に

関するガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標について開示することを推奨しています。当社は、この

度 TCFD 提言への賛同を表明いたします。 

 

2. TCFD コンソーシアムへの参画 

TCFD コンソーシアムは、TCFD提言へ賛同する企業や金融機関等が一体となって取り組みを推進し、

企業の効果的な情報開示や、開示された情報を金融機関等の適切な投資判断に繋げるための取り組み

について議論する場として設立されました。当社は、TCFD コンソーシアムへ参画することで、TCFD 提言

に関する情報収集に努め、対応を推進してまいります。 

 

3. TCFD 提言に沿った情報開示 

当社では、気候変動への対応を経営上の重要課題と位置づけ、「サステナビリティ基本方針」のもと、

様々な取り組みを進めております。この度、TCFD 提言の枠組に沿って気候変動が当社の事業に与える

可能性のあるリスクと機会を把握し、これらへ適切に対応することを目的に情報を開示いたします。 

開示内容の詳細は、当社コーポレートサイト（https://yondoshi.co.jp/pdf/tcfd.pdf）に掲載しております。 

 

今後も持続可能な社会の実現に向けて、気候変動への影響を軽減するために、事業活動全般におけ

る温室効果ガス排出量の把握と削減に取り組んでまいります。 

 

以 上 


